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三菱重工業・特別顧問

日本原子力学会シニアネットワーク連絡会代表幹事
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今日の講演の内容

１．民主党のエネルギー政策
　　　　　　　　－原子力政策への期待と不安

２．我が国の原子力発電と核燃料リサイクルの最新状況

３．今後の原子力産業

４．まとめ

５．参考資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●民主党のエネルギー・温暖化対策関連マニフェスト、政策集INDEX2009　　　　　　
●民主党の温暖化対策の評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●総合資源エネルギー調査会需給部会 「長期エネルギー需給見通し」（H21.8.)

●技術者の心得集あれこれ
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１．民主党のエネルギー政策１．民主党のエネルギー政策
ー原子力政策の期待と不安ー原子力政策の期待と不安
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エネルギー・地球温暖化政策比較（１）

テーマ 自民党 民主党 コメント

CO２削減目標：2020年
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　2050年　

1990年比８％減
（2005年比１５％減）
1990年比４３％減
（2005年比５０％減）

1990年比２５％減
（2005年比３０％減）
1990年比６０％減
（2005年比６５％減）

自民党目標でも非常に困
難、民主党目標は国内の
真水だけでは実現不可能

再生可能エネルギー導入
目標

太陽光発電の買取制度
などで需要拡大

2020年までにエネルギー
総需要の10％程度

水力、地熱を除く、太陽光、
風力、バイオでは非常に
困難

太陽光発電の導入目標 2020年：現状の20倍
2030年：現状の40倍

ー

再生可能エネルギーの促
進制度

・間伐材などバイオマス
燃料の生産拡大
・太陽光発電の買取制度

・排出権取引市場の創設
と地球温暖化対策税の導
入検討
・再生可能エネルギーの
全量固定価格買い取り制
度

産業界の反発必至

電気料金の高騰に対する
国民理解困難

CO２削減法の制定 「低炭素社会づくり基本法」
制定

「地球温暖化対策基本法」
制定

（注）下線はマニフェスト、それ以外は政策説明書
（自民党政策ＢＡＮＫ、民主党政策集ＩＮＤＥＸ2009）
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エネルギー・地球温暖化政策比較（２）

テーマ 自民党 民主党 コメント

原子力発電への取
り組み

・発電比率２５．６％
⇒４０％
・設備利用率５８％
⇒８４％（１９９８水準）

安全を第一として、国民の理解と信
頼を得ながら、原子力利用について
着実に取り組む
・再処理は国が最終責任
・国・自治体協議の法的枠組み
・安全委員会の法的地位強化

民主党の政策は現状
の問題解決の方向で
あり評価できる。

エネルギー自給率 ー 現在、原子力含め１６％
⇒2030年３０％、2100年５０％

民主党の自給率目標
は高く評価したい。

（注）下線はマニフェスト、それ以外は政策説明書
（自民党政策ＢＡＮＫ、民主党政策集ＩＮＤＥＸ2009）
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民主党の原子力政策(1)
マニフェスト及び政策集INEX2009より

＜マニフェスト４６＞安全を第一として、国民の理解と信頼を得ながら、原子力
利用について着実に取り組む。

以下＜INDEX2009、エネルギー＞より

現在、日本のエネルギー自給率は原子力も含めて16％にすぎず、先進国では最低水準にあること
から、自給率の目標を2030年に30％、2100年には50％とします。

原子力政策に対する基本方針
●原子力利用については、安全を第一としつつ、エネルギーの安定供給の観点もふまえ、国民の理
解と信頼を得ながら着実に取り組みます。
●原子力発電所の使用済み燃料の再処理や放射性廃棄物処分は、事業が長期にわたること等か
ら、国が技術の確立と事業の最終責任を負うこととし、安全と透明性を前提にして再処理技術の確
立を図ります。
●また、国が国民に対して原子力政策に関する説明を徹底して行うとともに、関連施設の立地自治
体および住民の十分な理解を得るため、国と自治体との間で十分な協議が行われる法的枠組みを
つくります。



民主党の原子力政策(2)
マニフェスト及び政策集INEX2009より

安全を最優先した原子力行政
●　過去の原子力発電所事故を重く受けとめ、原子力に対する国民の信頼回復
に努めます。原子力関連事業の安全確保に最優先で取り組みます。万一に
備えた防災体制と実効性のある安全検査体制の確立に向け、現行制度を抜
本的に見直します。安全チェック機能の強化のため、　国家行政組織法第3条
による独立性の高い原子力安全規制委員会を創設するとともに、住民の安全
確保に関して国が責任を持って取り組む体制を確立します。また、原子力発
電所の経年劣化対策などのあり方について議論を深めます。

●　設備・機器に対する検査、さらにはソフト面も考慮したいわゆる「品質保証型」
の検査も含めた厳正な検査体制の運用、現行のあいまいなトラブル等報告基
準を抜本的に見直し、事故・トラブルを原則的にすべて公開することなどの「
原子力情報公開ガイドライン」を早期に具体化します。



自民政権目標の2020年GHG,05年比15％削減の内訳
（誰も知らない原子力の大きな役割）

●原子力の寄与分
　　　：43％

●その他の例
　トップランナー家電
　LED照明
　交通システムの改善
　情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ
　自家発の効率化
　廃プラｹﾐｶﾙｻｲｸﾙ　
　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの普及
　低温排熱回収
　廃材利用技術
　

　

CO2総削減量

２億トン

経済成長による消費エネルギー9%に起
因する二酸化炭素削減が必要

ー経済成長分も入れて考えてもー



民主党政権の原子力政策への期待と不安(1)

期待
１．原子力安全委員会は現状は国家行政組織法の第8条による諮問機関（行
政庁から諮問を受けて、意見を具申する機関）であるが、これを第3条の
行政庁（法律上の意思を決定し、外部に表示する権限を持つ機関）となる
「原子力安全規制委員会」とすることにより、公正取引委員会並みの強い
安全監視権限を持つことになる。現在は経産省に属している原子力安全・
保安院もこの委員会に一元化すれば、推進と規制が明確に分離されるこ
ととなる。

２．原子力行政の一元化：現状は研究開発は文科省、商業利用は経産省と
縦割り。これを一元化することは政策立案、監督機能が効率化、強化され
る。(8月6日産経新聞記事、マニフェストや政策集には明記無し）

３．現在、再処理も廃棄物処理も民間事業であるが国が技術の確立と事業の
最終責任を負っている。更に一歩踏み込んでこれらを国の直轄事業にな
れば、核不拡散等国際問題や高レベル放射性廃棄物地層処分の立地問
題が国のレベルで行われ、望ましい。米国、仏等多くの国は国直轄事業。
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民主党政権の原子力政策への期待と不安(2)

期待(続き）
４．柏崎刈羽の運転再開に例を見るように、国が安全性を評価し判断して
も知事が反対して再開できないなど、知事の権限が非常に強い。事業
者と立地市町村で締結している安全協定は、直接的根拠のない紳士
協定である。 「国と自治体との間で十分な協議が行われる法的枠組み
」と「原子力安全規制委員会」により、国が原子力発電所の安全に責任
と権限を一元的に持つようになれば、このような悪弊は解消することが
期待される。

以上の民主党政権の原子力政策が制度として実行され、またこれらの制
度を実行する組織、人材(特にトップ）が適材適所であれば、我が国の
原子力発電所の設備利用率の向上、核燃料サイクル実用化、原子力
関連研究開発成果向上に大きく貢献することが期待される。

５．過大な温暖化対策中期目標は、原子力にとっては追い風となることを
期待したい。
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民主党政権の原子力政策への期待と不安(3)

不安

１．連立を組む社民党はマニフェストに「核燃料サイクル・再処理を中止」と明記
しており、もんじゅ運転再開、六ヶ所再処理施設操業開始などへの影響、ま
たＦＢＲ実証炉開発予算などにも悪影響が懸念される。

　　特に、社民党福島党首の夫はもんじゅ建設運転差し止めの行政訴訟、民事
訴訟の弁護士であり、NHKの政治討論でも16兆円財源をひねり出す無駄使
いの第一にもんじゅを挙げていた。来年春予定のもんじゅ運転再開の大きな
障害になることが懸念される。

２．民主党内にも一部には現実を見据えない教条主義的な環境保護論者が存
在するとのことであり、既設の原子力発電所は容認するとしても今以上の新
設やリプレースは不要という論が出てくる可能性は否定できない。

３．「品質保証型検査も含めた厳正な検査体制の運用」は発電所現場の検査書
類増、検査時間回数増となり、所員の負担増、現場巡視時間減、改善意欲
減退などの悪影響が懸念される。
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２．我が国の原子力発電と２．我が国の原子力発電と
核燃料リサイクルの最新状況核燃料リサイクルの最新状況
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我が国の原子力発電所の現状
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もし原子力発電を石炭発電したら　もし原子力発電を石炭発電したら　

ＣＯＣＯ２２約２０％増加約２０％増加　　　　

我が国の電力の約３３％
を担っている（九州では
約５０％）

１５基



世界最低の設備利用率

当面８４％へ、
将来は９０％超へ

2007年度はＰＷＲは75.7％、
ＢＷＲは51.5％、平均61％
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柏崎刈羽原子力発電所停止の影響
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8月26日：柏崎刈羽6号機起動
開始、一方起動試験中の7号機
は燃料の微量な漏えいの為、9
月下旬一時停止し燃料交換の
方向。



既設原子力発電所の有効活用策

新検査制度と停止間隔の延長
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出力向上

耐震安全性向上

高経年化対策



再処理施設の建設状況

8月31日：日本原燃はガラス固化設備のト
ラブルにより、再処理工場の完成（操業開
始）を来年10月まで延期することを発表。
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プルサーマルの進捗

6月13日：電事連森会長は
プルサーマル計画（実施原
発16～18基）を2010年度か
ら2015年度に5年間延長を
表明。（現時点８基）

今年秋に全国に先駆け
装荷
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高速増殖炉の長期開発

高速炉実験炉「常陽」高速炉実験炉「常陽」
昭和52年臨界

高速原型炉「もんじゅ」高速原型炉「もんじゅ」
平成6年臨界

実証炉
　2025年頃

実用炉
2050年頃

高速増殖炉は、使用し
た以上の燃料（プルトニ
ウム）を生み出すもので、
その実用化が期待され
ている。

高速増殖炉は技術的にはフラン
ス、ロシアなどで運転実績あり。
ただし「もんじゅ」設計は経済性問
題、実証炉で軽水炉並み経済性
追求の技術開発中。

8月8日：ＦＢＲ原型炉もんじゅは
1995年ナトリウム漏えい事故停止
以来、運転再開を4回延期したが、
原機構は運転再開を来年3月末まで
に行う方針を固めた。
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（経済産業省が6月18日に発表した）

原子力発電推進強化策

麻生総理（当時）の6月10日温暖化対策中期目標（2005年比１５％減）発表の
直後に、経産省は低炭素電源の中核たる原子力の更なる推進に向けた決意
と具体策を発表。総理は原子力を何も語らず、経産省のみが決意表明！

・原子力発電の活用なくしては、エネルギー安定供給はもちろん、
地球温暖化問題への対応はおよそ不可能である。

・「2020年をめどに原子力を始めとする『ゼロエミッション電源』
を50%以上とする」

・原子力発電比率を、2020年時点で40%程度とする必要がある。

決
意
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１．既設炉の高度利用：設備利用率の向上や出力の向上など
２．新増設・リプレースの円滑化：2018年度までに運転開始が予定
　
　　　されている9基の新増設を着実に進める。
３．核燃料サイクルの推進：六ヶ所再処理工場の操業,使用済燃料の
　　　貯蔵施設の整備、プルサーマル計画の推進,高速増殖炉開発の
　　　推進、高レベル放射性廃棄物処分事業の推進
４．国民との相互理解促進
５．地域共生
６ 国際的課題への対応

具
体
策



6月以降の温暖化対策と原子力の主要な動き

◆6月10日：麻生総理（当時）は2020年温暖化対策中期目標を2005年比15％
減と表明。⇒別紙参照

◆6月13日：電事連森会長はプルサーマル計画（実施原発16～18基）を2010
年度から2015年度に5年間延長を表明。（現時点８基）

◆6月18日：経産省は原子力発電所推進強化策をまとめた。⇒別紙参照

◆6月18日：新たに原子力発電導入を目指す途上国に我が国の技術で支援す
るため、産官学一体の「国際原子力協力協議会」を設立。

◆8月8日：ＦＢＲ原型炉もんじゅは1995年ナトリウム漏えい事故停止以来、原
機構は4回延期した運転再開を来年3月末までに行う方針を固めた。

◆8月26日：柏崎刈羽6号機起動開始、一方起動試験中の7号機は燃料の微
量な漏えいの為、9月下旬一時停止し燃料交換の方向。

◆8月31日：日本原燃はガラス固化設備のトラブルにより、再処理工場の完成
（操業開始）を来年10月まで延期することを発表。衆議院総選挙、民主党
過半数獲得、政権交代へ。

◆９月7日：民主党鳩山代表(次期総理）、都内のシンポジウムで2020年温暖
化対策中期目標を1990年比２５％減を目指す、と表明。
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３．今後の原子力産業３．今後の原子力産業
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我が国の建設中プラントは３基、　　　　　　　　
　計画中も１２基
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建設中、計画中の原子力発電所は１５基、　　　　　　　　　　　　　
　　　　うち建設中は３基（泊３、島根３、大間）、　　　　　　　　
　　　　　　　　　2020年までに運転開始予定は９基。
⇒１次エネルギー比率は2007年10.1％、2020年17.9％、2030年20.7％に。
　　　　　　電力比率は2007年25.8％、2020年41.5％。2030年48.7％に。



次世代軽水炉の開発を開始
官民一体、総開発費６００億円

（09/07/24経産省発表）
　　経産省、電事連、東芝、日立ＧＥ、三菱重工、エネルギー総合工学研究所はこのほど、次世代軽水炉
の本格導入に向けた見通しを２０１０年度までに明らかにするとともに、安全規制についての早期検討着
手を行う方針を発表した。次世代軽水炉は、２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要と世界
市場に対応するため、安全性、経済性、信頼性等に優れ、世界標準の獲得を目指して技術開発が進められ
ている軽水炉プラント。

・電気出力170～180万kW級
（80～100万kW級も視野）

・開発に当たっては、世界標準
を獲得しうる高い革新性を有す
る技術であって、以下の６つを
開発項目としています。

・BWR、PWR各１炉型

（財団法人　エネルギー総合工学研究所HPより）
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我が国の原子力発電の長期計画我が国の原子力発電の長期計画

次世代軽水炉の基本設計が
完了するまでの８年間（平成20
～27年度）に亘り技術開発を
実施します。このうち、当初２
年間でプラント概念の成立性
について見通しを得るための
設計検討および技術開発を行
い、その成果を評価して22年
度以降の開発計画に反映しま
す。また、次世代軽水炉に必
要な規格基準の整備及び規
制高度化を開発と一体的に推
進します。

（財団法人　エネルギー総合
工学研究所HPより）
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高速増殖炉と核燃料サイクル技術の開発高速増殖炉と核燃料サイクル技術の開発
我が国のエネルギー安全保障確立の為我が国のエネルギー安全保障確立の為

　　・将来のＵ枯渇（Ｕ採可年数：約100年）に備え、Ｕ有効利用は不可欠　

　・国産ｴネﾙｷﾞ-源の確保による日本のｴﾈﾙｷﾞ-安全保障の確立。
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2010 2020 2030 2040

燃料・再処理燃料・再処理

ＬＷＲ（プルサーマル）

運転

建設 運　転

「常陽」、「もんじゅ」

FBR実用化FBR実用化

JNFL

再処理工場

（発電実証、革新的技術の実証など）

燃料・再処理
燃料・再処理

ＬＷＲ（プルサーマル）

運転

ＦＢＲ開発ＦＢＲ開発ＦＢＲ開発ＦＢＲ開発

商用炉初号機

（商用炉コンセプトの
プラントレベル実証） 建設

当面はＬＷＲへ供給

建設 運　転

「常陽」、「もんじゅ」

実証炉

FBR実用化FBR実用化

Ｐｕ

MOX
サイクル技術の確立

燃料

原子燃料サイクル技術の確立

国としての積極的な
科学技術と産業振興

策の強化

・産官学でのﾛ-ﾄﾞﾏｯﾌﾟ
の明確化・共有

・「常陽」、「もんじゅ」
の利活用

再処理・ﾌﾟﾙｻｰﾏﾙ
の推進

FBR開発の推進

2001



世界は原子力　
ルネッサンス

27

現在：３７０GW ⇒2030年
　　　　　　　　　　　発電割合
　
：最大８１０GW(2.2倍）9.0％
：最小５１０GW(1.4倍）7.1％
（前年見通しより8％上方修正）2008年末時点の建設中原発は４４基

我が国の原子力発電技術を基に
政府並びに原子力産業企業が協
力・貢献

米国：30年ぶりに新設計画30基以上。日、仏のメーカーが受注競争。

英国、スウェーデン、イタリア：脱原子力政策を破棄し、建設へ政策変更

中国、インド：数10基の建設計画。日、仏、韓等が受注競争。

中東、東南アジア、南米など：原子力導入への動き活発



米国の新規建設計画30基以上
我が国メーカー進出

28



世界の主要原子力プラントメーカーの変遷世界の主要原子力プラントメーカーの変遷
日本の日本の33大メーカーが世界の再編の中心に大メーカーが世界の再編の中心に

【出典：資源エネルギー庁「原子力政策の現状について」】 29



４．まとめ

１．民主党政権の原子力政策は行政体制一元化、原子力安全規制の第3条
委員会、地方との関係の法的枠組みなど、これまでの原子力行政制度
の問題点を解決するものであり、これらの制度を確実に実行し、また
人材(特にトップ）が適材適所であれば、我が国の原子力発電所の設備
利用率の向上、新規建設前進、核燃料サイクル実用化、原子力関連研
究開発推進拡大に大きく貢献することが期待される。

30

４．今後の我が国の原子力は、エネルギー安全保障（自給率向上）、温暖
化対策を背景に、既設発電所の有効活用拡大、新規建設計画、次世代
軽水炉開発、核燃料サイクル開発実用化推進、さらに世界各国の原子
力発電所建設計画への3大メーカー（Ｈ,Ｍ,Ｔ）を始めとした我が国原
子力産業界の進出など、技術者にとって今後中長期にわたって多くの
活躍の機会がある。

３．過大な温暖化対策中期目標は実現も経済との両立も困難と思われる
が、原子力にとっては追い風となることを期待したい。

２．ただし、連立を組む社民党は原子力推進、特に燃料サイクル、再処
理に反対の立場であり、また民主党内反対勢力の動きも要注意。
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５．参考資料５．参考資料　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●民主党のエネルギー・温暖化対策関連マニフェスト、政策集●民主党のエネルギー・温暖化対策関連マニフェスト、政策集INDEX2009INDEX2009
　　　　　　　　　　　　　　　　　　●民主党の温暖化対策の評価　　　　　　　　　　●民主党の温暖化対策の評価　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　●総合資源エネルギー調査会需給部　　　　　　　　　　　　　　　　●総合資源エネルギー調査会需給部
会会 「長期エネルギー需給見通し」（「長期エネルギー需給見通し」（H21.8.)H21.8.)
●技術者の心得集あれこれ●技術者の心得集あれこれ
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民主党マニフェストから（１）

42．地球温暖化対策を強力に推進する

【政策目的】

○国際社会と協調して地球温暖化に歯止めをかけ、次世代に良好な環境を引き継ぐ。

○ＣＯ２等排出量について、2020 年までに25％減（1990 年比）、2050 年までに60％超減（同前）を目標とする。

【具体策】

○「ポスト京都」の温暖化ガス抑制の国際的枠組みに米国・中国・インドなど主要排出国の参加を促し、主導的な
環境外交を展開する。

○キャップ＆トレード方式による実効ある国内排出量取引市場を創設する。

○地球温暖化対策税の導入を検討する。その際、地方財政に配慮しつつ、特定の産業に過度の負担とならない
ように留意した制度設計を行う。

○家電製品等の供給・販売に際して、ＣＯ２排出に関する情報を通知するなど「ＣＯ２の見える化」を推進する。

43．全量買い取り方式の固定価格買取制度を導入する
【政策目的】
○国民生活に根ざした温暖化対策を推進することにより、国民の温暖化に対する意識を高める。
○エネルギー分野での新たな技術開発・産業育成をすすめ、安定した雇用を創出する。
【具体策】
○全量買い取り方式の再生可能エネルギーに対する固定価格買取制度を早期に導入するとともに、効率的な
電力網（スマートグリッド）の技術開発・普及を促進する。
○住宅用などの太陽光パネル、環境対応車、省エネ家電などの購入を助成する。
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民主党マニフェストから（２）

45．環境分野などの技術革新で世界をリードする

【政策目的】

○１次エネルギーの総供給量に占める再生可能エネルギーの割合を、2020 年までに10%程度の水準まで引き
上げる。

○環境技術の研究開発・実用化を進めることで、わが国の国際競争力を維持・向上させる。

【具体策】

○世界をリードする燃料電池、超伝導、バイオマスなどの環境技術の研究開発・実用化を進める。

○新エネルギー・省エネルギー技術を活用し、イノベーション等による新産業を育成する。

○国立大学法人など公的研究開発法人制度の改善、研究者奨励金制度の創設などにより、大学や研究機関
の教育力・研究力を世界トップレベルまで引き上げる。

46．エネルギーの安定供給体制を確立する
【政策目的】
○国民生活の安定、経済の安定成長のため、エネルギー安定供給体制を確立する。
【具体策】
○エネルギーの安定確保、新エネルギーの開発・普及、省エネルギー推進等に一元的に取り組む。
○レアメタル（希少金属）などの安定確保に向けた体制を確立し、再利用システムの構築や資源国との外交を
進める。
○安全を第一として、国民の理解と信頼を得ながら、原子力利用について着実に取り組む。
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民主党政策集ＩＮＤEX2009
エネルギー政策（１）

エネルギー安定供給体制の確立

エネルギーを安定的に確保するエネルギー安全保障の確立は、国家としての責務です。このた
め、長期的な国家戦略を確立・推進する機関を設置し、一元的に施策を進めます。

現在、日本のエネルギー自給率は原子力も含めて16％にすぎず、先進国では最低水準にある
ことから、自給率の目標を2030年に30％、2100年には50％とします。

安定的な経済成長を図るため、エネルギーやレアメタル（希少金属）等、資源の安定確保に向け
た体制を確立し、資源保有国に対する戦略的な外交を強化します。

経済と環境との両立を図るエネルギー政策の確立
●　経済の持続的な成長と実効性のある地球温暖化対策との両立を目指します。省エネルギー、
　　
　　再生可能エネルギー技術を活用した新産業の育成を積極的に支援し、経済や雇用を活性化
　
　　させます。風力、太陽、バイオマスなど再生可能エネルギーの1次エネルギー総供給に占める
　　割合については、2020年までに10％程度の水準を目指します。
●　ＣＯ2を増やさない非化石エネルギーの利用を促進するとともに、エネルギー供給インフラの信
　　頼性確保に注力し、国民や企業の利便性、経済の効率性を損なうことなく、低炭素社会への　
　　円滑な移行を実現します。
●　また、環境やエネルギー利用効率化における新技術の移転普及のための国際協力を積極的
　　に推進します。
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民主党政策集ＩＮＤEX2009
エネルギー政策（２）

原子力政策に対する基本方針

原子力利用については、安全を第一としつつ、エネルギーの安定供給の観点もふまえ、国民
の理解と信頼を得ながら着実に取り組みます。

原子力発電所の使用済み燃料の再処理や放射性廃棄物処分は、事業が長期にわたること
等から、国が技術の確立と事業の最終責任を負うこととし、安全と透明性を前提にして再処理
技術の確立を図ります。また、国が国民に対して原子力政策に関する説明を徹底して行うとと
もに、関連施設の立地自治体および住民の十分な理解を得るため、国と自治体との間で十分
な協議が行われる法的枠組みをつくります。

35

安全を最優先した原子力行政
●　過去の原子力発電所事故を重く受けとめ、原子力に対する国民の信頼回復に努めます。原
子　　　　
　　力関連事業の安全確保に最優先で取り組みます。万一に備えた防災体制と実効性のある安
　　全検査体制の確立に向け、現行制度を抜本的に見直します。安全チェック機能の強化のため、
　　
　　国家行政組織法第3条による独立性の高い原子力安全規制委員会を創設するとともに、住民
　　の安全確保に関して国が責任を持って取り組む体制を確立します。また、原子力発電所の経
　　年劣化対策などのあり方について議論を深めます。
●　設備・機器に対する検査、さらにはソフト面も考慮したいわゆる「品質保証型」の検査も含めた
　　厳正な検査体制の運用、現行のあいまいなトラブル等報告基準を抜本的に見直し、事故・トラ
　　ブルを原則的にすべて公開することなどの「原子力情報公開ガイドライン」を早期に具体化し
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自民党政策 民主党政
策

温暖化対策



2020年GHG1990年比25％減
必要費用を経産省が試算

（H21.8.24．経産省試算）

国内全体で190兆円＋α 政府目標(当時）62兆円の3倍
以上！！

190兆円の主要内訳
・新築全住宅断熱化＝72兆円
・全新築住宅の太陽光発電設置義務＝44兆円　　
・次世代自動車＝14兆円など
一方省エネで燃料費削減44兆円、最終的に146兆円

上記でGNG1990年比15％減まで、25％減の為に
更に「義務的な経済活動量の削減」が必要
⇒エネルギー多消費型産業の大規模減産
・粗鋼生産量：18％削減
・セメント生産量：25％削減など
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2020年GHG1990年比25％減

専門家の評価
(週間新潮09.09.10号、桜井よしこ【日本ルネッサンス・拡大版】第377回から）

「実現は非常に困難」 「日本の産業基盤が成立しなくなる。強制的に削減すると経済の自立
活動が出来なくなる。荒唐無稽な選択は実体経済に悪影響を及ぼす。」

　　（日本エネルギー経済研究所内藤正久理事長）

「到底不可能、麻生総理の2005年比１５％減とは比較にならないほど大変」　 「粗鋼、セメン
ト、エチレン、紙パルプなど主要製品の国内生産を半減または中止し輸入しなければなら
ない」 「一世帯の可処分所得は22～77万円下がり、家庭の光熱費も11～14万円増加
。日本の実質GDPは3.2～6.0％低下、失業者は77～120万人（1.9％）増加」 　　　　　　
　　　　（松尾雄司同研究所主任研究員）

「2050年までの60％削減は日本に工場がなくなることを前提にしなければ不可能」　　　　　　
　（杉山大志電中研社会経済研究所）

「自民党の倍近い数字を選択して違いを鮮明化したかっただけでないのか」　　　　　　　　　　　
　（大岩雄次郎東京国際大学経済学部教授）

◎太陽光発電を全新築住宅と一定規模以上既設住宅に設置し、現状の55倍増。
◎原子力発電の稼働率を90％以上に。
◎次世代自動車販売促進、従来型自動車販売禁止。
◎全新築住宅のみならず既設住宅にも省エネ基準適用し全住宅を改修。

目標達成の為
の想定項目
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原子力プラントと　　　　　　　　　　　　　　　原子力プラントと　　　　　　　　　　　　　　　
　エンジニアに求められる資質　エンジニアに求められる資質

●総合ハイテク技術としての原子力プラント

□重厚長大から軽薄短小まであらゆる理工学分野のシステムインテグレーション、
総合ハイテク技術

□計画､設計、製造､建設､運転､保守全ての段階での安全性

□技術の安全性に加え、社会の安全性、そして経済性

□設計する人、造る人､運転する人のお互いの思いやり

＜企業は若者に何を求めるか？＞

１．気力､体力､技術力

２．Ｔ型またはΠ型技術者（横棒は広い知識・教養、縦は深い専門知識）

３．チームワーク､協調性

４．独創性、新たな発想、工夫で現状より良いもの、無いものを作るという気
概

５．企業内倫理より社会倫理、技術者倫理を重視する正義感

６．顧客の立場、協力会社の立場に立つという発想

７．社会の発展に貢献するという大局観 42



企業にとって魅力の若者像　　　　　　　
　

�新しいことへチャレンジする
�自己主張や他人とのコミュニケーションの能力　共
同作業を苦にしない。地元行事、スポーツ

�健康で明るく前向きに物事を考える
�基礎的学力を身に付けている

日本語、英語、仏語、郷土史なども

�原子力（仕事）に情熱と熱意を持つ
仕事に対する確かな理念を持つ

�常に社会の動きに目を向けている
世の中の動向に関心を持っている事

「竹内哲夫氏語録」より



勝者の論理と敗者の論理　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．勝者は、つねに問題解決に寄与する
　　敗者は、つねに問題を引き起こす
２．勝者は、つねに計画を持っている
　　敗者は、つねに言い訳を考える
３．勝者は、つねに「引き受けた」という
　　敗者は、つねに「私と関係ない」という
４．勝者は、つねに解決法を考えている
　　敗者は、つねに問題点を指摘する
５．勝者は、つねに「難しいが可能だ」という
　　敗者は、つねに「可能かもしれないが難しすぎる」と
いう

「竹内哲夫氏語録」より


